別紙２（第７条関係）
事　業　計　画　書
１　事業実施の目的

	


２　現状の課題

	


３　人材の確保・定着を図るために実施する取り組みの内容
※助成金の対象経費に含まれない取り組みについても記載してください。
	労働条件の改善
　例１：就業規則の整備
例２：賃金・昇給制度、福利厚生の充実など待遇の改善
　例３：休暇制度やリモートワーク等の勤務体系の充実

	【労働条件の改善計画①】


	実施期間
	年　　月　　日から　　年　　月　　日まで

	【労働条件の改善計画②】


	実施期間
	年　　月　　日から　　年　　月　　日まで

	【労働条件の改善計画③】


	実施期間
	年　　月　　日から　　年　　月　　日まで


	労働環境の改善
例１：気温、湿度、照明、騒音、有害物質、粉じん対策などの作業環境整備
例２：トイレの洋式化、女性専用トイレの設置、更衣室や休憩室の設置などのオフィス環境整備

	【労働環境の改善計画①】


	実施期間
	年　　月　　日から　　年　　月　　日まで

	【労働環境の改善計画②】


	実施期間
	年　　月　　日から　　年　　月　　日まで

	【労働環境の改善計画③】


	実施期間
	年　　月　　日から　　年　　月　　日まで


４　事業実施により見込まれる効果
	


５　助成対象経費の積算
1 労働条件確認書の作成に要する社会保険労務士への報酬
2 工事費
3 設備購入費及び設備リース料（パソコン等汎用性の高い機器に係るものを除く。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	助成対象経費
	内　　容
	金　額　（円）

	労働条件確認書の作成成
	社会保険労務士への報酬
	３０，０００円

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　　　計
	


社会保険労務士への報酬は３０，０００円で積算してください。企業の規模や労務管理関連文書の整備状況により、実施の報酬額は増減します。
正確に積算したい場合は、依頼予定の社会保険労務士に、区指定の様式「労働条件確認書」を示し、確認してください。
６　資金計画

	支出額（円）
	収入額（円）

	
	
	自己負担金
	

	
	
	区助成金
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	支出額合計
	
	収入額合計
	


　備考
１　区助成金の交付額は次の①、②の合計とする
1 労働条件確認書の作成により生じる社会保険労務士への報酬と30,000円を比較して、いずれか少ない額　・・・A
2 その他の助成対象経費（工事費、設備購入費及び設備リース料）の合計額に２分の１を乗じた額と500,000円から①の額を控除した額とを比較して、いずれか少ない額（1,000円未満の端数は切捨てとする）　・・・B
２　資金計画の支出額の合計欄と収入額の合計欄は同額になるよう記載すること。
